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抗告人らは，平成２４年５月２１日付主張書面に加え，次のとおり補充主張す

る。 

１ 抗告人らは，定期検査終了証の交付を受けることによって，実用発電用原子

炉の設置者は，その原子炉を営業運転できる地位を取得するから，上記交付は

「行政処分」であると主張した。これに対し，原決定は，定期検査の終了前に

実用発電用原子炉を再稼動することが予定されており，それによって発電した

電力の供給についても何の制限もなく，「『調整運転』と『営業運転』ないし

『商業運転』との間で法的効果において何らかの差異があると認めることはで

きない」ことを，行政処分性を否定する大きな根拠とし（13 頁），経済産業大

臣が定期検査終了証を交付せず，技術基準適合命令を発しない場合であっても，

実用発電用原子炉の設置者は，技術基準適合命令が発せられた時点で，これに

対する取消訴訟を提起できるから，設置者の権利救済に欠けるところはないと

述べた（16 頁）。 

原決定の考え方の根底には，調整運転と営業運転（ないし「商業運転」）と

は，法的に差異がないという認識がある。しかしながら，調整運転は，定期検

査の一環として，電気事業法施行規則９０条の２第５号に定められた運転であ

るから，その目的はあくまで検査のためであって，これを継続できる期間にも

合理的な制限があり，営業運転とは法的にも異なるというのが抗告人らの主張

である。 

原決定は，設置者は，経済産業大臣から技術基準適合命令（電気事業法 40

条）によって一時停止や使用制限を命じられない限り，常に実用発電用原子炉

を運転することができ，定期検査の際に運転を停止するのは，停止しないと定

期検査が実施できないことから生じる事実上の制約にすぎないと捉えている。

もし，その捉え方が正しいのであれば，事業者は，定期検査終了証の交付を受

けてしまえば，交付を受けた日から１３か月又は１８か月を超えない時期に次

の定期検査を受けなければならないという義務を課される（電気事業法施行規

則９１条，原子力発電工作物の保安のための点検，検査等に関する電気事業法
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施行規則の規定の解釈（内規）Ⅲ３）が，定期検査終了証の交付を受けない限

り，次の定期検査を受ける具体的義務が発生しないから，期間の制約なく（極

論すれば，５年でも，１０年でも）調整運転名目での運転を継続できることに

なってしまう。この結論が，社会的に許容されない（当然，無車検運転である

という強い非難を浴びるだろう。）だけでなく，事業用電気工作物が人体に危

害を及ぼし，又は物件に損傷を与えないようにするために，技術基準を定め，

経済産業大臣にその設置者に対して技術基準適合命令を発する権限を付与する

とともに，特定重要電気工作物の設置者に定期検査を義務付けた法の趣旨に反

することは明白である。 

原決定の上記捉え方は誤りであり，ひいては原決定の結論も誤りである。 

以上 


